
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2013年6月7日

※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
　 マイナスとなる場合があります。

※基準価額は、信託報酬控除後の値です。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。
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運用実績

基準価額 19,327円 前月末比 ＋587円 純資産総額 422百万円

資産構成（単位：百万円）
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※各比率の合計が四捨五入の関係で100%にならない場合があります。
※比率は純資産総額に対する割合です。

※比率は純資産総額に対する割合です。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。
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※本ファンドはHorizon Asset Management LLC（ホライゾンAM社）のジャパン・ファウンダーズ・ストラテジーを参考に運用します。
※本コメントはホライゾンAM社から提供されています。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　代表取締役社長の宮崎勝氏が特定業種向けコンピュータシステムの開発・販売を目的に1969年に同社を設立。翌年にはミニコンによる導入型
医療システムを開発し、医療に特化して医療機関の情報化の全局面に関わり医療現場特有の知識ノウハウを蓄積しつつ、現在は電子カルテシス
テムとオーダリングシステムをはじめとした医療情報システムの開発・販売導入を行う。

　また、導入ユーザーに対してオンラインネットワークを利用した保守サービスも提供している。政府の医療制度改革における医療事業のIT化方針
を背景に、電子カルテシステムを中心に医療情報システムの市場拡大が見込まれる中、同社は商品ラインナップの拡充と医療・介護の変化に合わ
せた包括的なシステム提供に取り組み、市場シェア上位3社入りを目指している。

株式会社ソフトウェア・サービス （3733）

　9月の株式市場は、中旬にかけて下落した後は上昇基調となりました。月初は、貿易摩擦激化懸念に加え日本で自然災害が相次いだことが嫌
気され下落しました。

　しかし中旬にかけては、米国と欧州間の通商問題に関する交渉が順調に進んだことや、米中間による貿易協議の再開への期待感からリスク後退
により反発しました。

　後半に入り、トランプ米政権は対中貿易で追加関税措置を発表したものの、段階的な追加関税を表明したことが好感され上昇しました。また、
日米通商協議や日米首脳会談において、日本の自動車に対する追加関税を見送ることが表明されたことも買い安心感となり、日経平均株価は
年初来高値水準まで上昇して月末を迎えました。

ニッポン創業者株式ファンド 月次レポート
販売用資料

2018年9月28日基準
追加型投信／国内／株式

　代表取締役社長の林尚道氏が1995年に倉庫付事務所のウェルズ21を運営する目的で同社を設立。同社は首都圏を中心にレンタル収納用
スペースである“ハローストレージ”を全国に展開するほか、都内主要ターミナル駅から徒歩5分圏内に貸会議室を提供する“ハロー貸会議室”、そし
て自分のパソコンを持ち込み短期利用が可能なレンタルオフィス“ハローオフィス”を運営している。

　また、同社が不動産を購入、保有し、稼働率上げるなどの付加価値をつけて投資家に販売する「不動産再生・流動化サービス事業」も行ってい
る。ストレージ運用事業において競合他社との価格競争が厳しくなる中、顧客のニーズが高いエリアにおけるストレージ数を増加し、サービス・商品
力を向上させることで同社のブランド力と認知度の強化に努め、中長期的に日本国内ストレージ市場シェア50％を目指している。

エリアリンク株式会社 （8914）

当月の市場動向

組入銘柄のご紹介
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社
世界27拠点に展開するモーニングスター・グループのひとつであり、同グループは投資信託を中心に、様々な金融商品に関する調査分析情
報を提供するグローバルな運用調査機関です。グローバルな調査体制を活かして株式銘柄の分析、ファンド選定、資産配分に関する運用
助言等を行っています。
契約資産残高約1,309億円（2018年6月末現在）

※資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等ならびに投資信託財産の規模によっては、上記の運用ができない場合があります。

ホライゾンAM社
ホライゾンＡＭ社は、1994年の設立以来、長期、逆張り戦略、そしてファンダメンタル・バリューの投資哲学を用いる米国の独立系投資顧
問会社です。米国証券取引委員会に投資顧問業者の登録をしています（登録番号：801-47515）。親会社であるHorizon
Kinetics LLCは、ホライゾン・グループの持株会社として2011年5月に設立されました。Horizon Kineticsは、受託資産残高約58億米
ドル、約76名の社員を抱え、ニューヨークを拠点としています。（2018年6月末現在）

※記銘柄選定プロセスは、ホライゾンＡＭ社のＪＦ銘柄母集団の変更、株式市場規模や売買高あるいはファンド規模等に伴う銘柄選定基準の
※見直し等により変更される場合があります。

④ 本ファンドの運用にあたっては、「モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社」の投資助言を受けます。

※創業者とは、事業を興し発展させた当事者を指します。

③ Horizon Asset Management LLC（以下、「ホライゾンAM社」）のジャパン・ファウンダーズ戦略選定銘柄※を参考に運用します。
※ジャパン・ファウンダーズ・ストラテジーまたはJF銘柄母集団という場合があります。

JF銘柄母集団から時価総額・売買高等により銘柄を絞り込み、さらに定量分析により組入れ銘柄を選定します。
定量分析にあたっては、モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社より投資助言を受けます。

① わが国の金融商品取引所に上場する創業者が経営する企業の株式に主に投資を行います。

② 銘柄選定基準は、原則として、下記基準をすべて満たす企業とします。

Ａ：創業者が社長、最高経営責任者、会長など企業経営の重要な決定権を持ち、経営している企業

Ｂ：創業者が自社の株式を保有していること

Ｃ：日本の金融商品取引所に５年以上上場している企業

ファンドの目的

ファンドの特色

この投資信託（以下、「本ファンド」という場合があります。）は、信託財産の中長期的な成長を図ることをめざして運用を行います。

ファンドの目的・特色

追加型投信／国内／株式

ニッポン創業者株式ファンド 月次レポート
販売用資料
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

信用リスク 投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した
場合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。　

その他の留意点

・本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制

流動性リスク 株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買
できない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資リスク

ニッポン創業者株式ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／国内／株式

基準価額の変動要因

本ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証され
ているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、すべ
て投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものがあ
ります。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありません。

主な変動要因

株価変動リスク 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドは株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

信託期間 無期限（設定日 ： 2013年6月7日）

繰上償還

決算日 毎年6月4日（休業日の場合は翌営業日）

受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合、運用の参考とするジャパン・ファウンダーズ・ストラテジーの使用が出来
なくなった場合等には繰上償還となる場合があります。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。

本資料のご留意点

収益分配 年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
※販売会社によっては分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

申込締切時間 午後3時までに、販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込みの受付を中止すること
や、すでに受付けた購入・換金申込の受付を取消すことがあります。

換金代金 換金申込受付日から起算して5営業日目以降のお支払いとなります。

換金単位

換金価額

販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額とします。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

ニッポン創業者株式ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購入価額 購入申込受付日の基準価額

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
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※委託会社の報酬より、投資顧問（助言）会社への報酬及び運用の参考とするホライゾンAM社の「ジャパン・ファウンダーズ・
 　ストラテジー」に対する使用料等が支払われます。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

年0.7560％（税抜：年0.700％）

受託会社 年0.0378％（税抜：年0.035％）

委託会社、その他関係法人

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要す
る諸費用、開示書類等の作成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印
刷費用等）が信託財産から差引かれます。
※これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すことができません。

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

運用管理費用
（信託報酬）

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの日々の純資産総額に年1.6578％（税抜：年1.535％）を乗じて得た額とします。運用管理費用（信託
報酬）の配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合は翌営
業日）及び毎計算期末または信託終了のときにファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年1.6578％（税抜：年1.535％）

内
　
　
　
訳

委託会社 年0.8640％（税抜：年0.800％）

販売会社

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 信託財産留保額はかかりません。

追加型投信／国内／株式
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■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第127号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第52号 ○ ○ ○

○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

ニッポン創業者株式ファンド 月次レポート
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